
1 2

94％179億円97％205億円当期純利益

カードキャッシング

カードショッピング

113％854億円116％1,006億円

120％328億円126％397億円

単独連結

102％

120％

114％

前期比

114％1,251億円1,734億円営 業 収 益

97％316億円410億円経 常 利 益

112％2兆1,802億円2兆4,829億円取 扱 高

前期比実績実績

経営成績について

3

財政状態について

営業貸付金

割賦売掛金

356億円)3,855億円)677億円)5,071億円)

483億円)1,972億円)636億円)2,607億円)

単独連結

△1.5％円)

168億円（

1,448億円)

増減

128億円)1,363億円)1,726億円)純 資 産

△1.3％） )21.4％） )18.6％ ）)自己資本比率

927億円)6,370億円)8,342億円)総 資 産

増減実績実績

※連結純資産の増減額は、少数株主持分を控除して算出しております。

4

△0,642億円)△0,596億円)営業活動によるキャッシュ･フロー

2007年2月期2006年2月期

その他営業キャッシュ･フロー

営業債権の増加

税金等調整前当期純利益

258億円)164億円)現金 及び 現金同等物の期末残高

796億円)669億円)財務活動によるキャッシュ･フロー

△0,100億円)△0,077億円)投資活動によるキャッシュ･フロー

394億円)246億円)

△1,419億円)△1,228億円)

382億円)386億円)

164億円)166億円)現金 及び 現金同等物の期首残高

連結キャッシュ･フローの状況
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配当予定

(120円)

(75円)

(45円)

株式分割前換算

2008年2月期
配当予定

35円40円90円年間配当金合計

33.9％35.1％24.8％配 当 性 向

20円25円55円期末配当金

15円15円35円中間配当金

2007年2月期2006年2月期
配当実績

配当金の状況

※（ ）は2006年2月20日時点の株主に対して翌21日付けで実施いたしました1：3の株式分割前に置き換えた配当予定です。

（実績）

（内、記念配当5円）

（内、記念配当5円）
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0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006

0

100

200

300

400

500

600
(千円)

所有株数 ：1,000株

15,700 10,520人

8,399人

5,541人

4,978人

4,096人

(株、人)

受取配当金 （右軸）

所有株数 （左軸）

株主数 （左軸）

15,626人

年間受取配当金：15千円

年間受取配当金：505千円(予)

株式分割と受取配当金の推移

所有株数
：12,645株

1995年2月20日時点で1,000株を保有する株主さまを基準とした場合

7

1万人増11万人

7万人増95万人

85万人増1,455万人

14万人増154万人

4万人増7万人

111万人増1,722万人

会員数 純増数

日本

タイ

香港

台湾

マレーシア

合 計

有効会員数の状況（連結）
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0

50

100

150

200

250

2004/2 2005/2 2006/2 2007/2 2008/2

会員登録数の推移(連結）

197万人

新規会員登録数は、前期より24万人増の225万人

（計画）（実績）

今期は、登録数237万人を計画

201万人

225万人
237万人

海外会員登録数
国内会員登録数

180万人47

150

30

150

34

167
175

50
62

175

（万人）
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500

700

900

1,100

2004/2 2005/2 2006/2 2007/2 2008/2

40

45

50

55

60
海外稼働会員数
連結年間稼働率

0 0

53.9％

56.7％ 57.2％
58.6％

60.0％

722万人

891万人

976万人

822万人

1,072万人

（計画）（実績）

国内稼働会員数

82

640

105

717

125

766

146

830

172

900

稼働会員数は976万人（85万人純増）、今期は1,072万人（96万人純増）を計画

年間稼働率は1.4ポイント上昇の58.6％、今期は1.4ポイント上昇の60.0％を見込む

（万人）

稼働会員数の拡大（連結）

10

4,000

8,000

12,000

16,000

20,000

2004/2 2005/2 2006/2 2007/2 2008/2

カードショッピング取扱高の推移(連結)

（計画）

9,283億円
(23%増)

1兆1,179億円
(20%増)

1兆3,488億円
(21%増)

1兆5,904億円
(18%増)

1兆8,790億円
(18%増)

（実績）

海外事業カードショッピング取扱高
国内事業カードショッピング取扱高

0

カードショッピング取扱高は1兆5,904億円（前期比18％増）
今期は1兆8,790億円を計画（前期比18％増）

（億円）

11

100%

200%

300%

400%

2003/2 2004/2 2005/2 2006/2 2007/2 2008/2

カードショッピング取扱高の推移

（計画）（実績）

イオングループ外取扱高

イオングループ内取扱高

152%

286%

227%

イオンカードでの海外取扱高

イオングループ外へ拡大

12

貸倒引当金の状況

405億円229億円合 計

70億円2億円
期末利息返還
損 失 引 当 金

335億円226億円期末貸倒引当金

142億円135億円貸 倒 償 却 額

226億円
（14億円）

162億円期首貸倒引当金

2007年2月期2006年2月期

6.40％4.09％営業債権残高比

265億円199億円期中引当繰入額

全額償却済み個 人 破 産

2007年2月期

335億円合 計

57億円一 般 引 当 金

278億円

＜貸倒引当金＞ ＜貸倒引当金の内訳＞
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3

新貸金業法への対応①

2007/2 2008/2

新貸金業法成立

与信管理の
厳格化

キャッシング金利
18％へ引下げ

・休眠会員掘り起こし

・優良顧客の組織化

・利息返還請求リスクを緩和

新たな顧客
層の稼働に

よる

取扱高拡大

2009/2

＜月度別カードキャッシング取扱高伸び率＞

昨年上期より、カードキャッシングの与信管理を厳格化

14

新貸金業法への対応②

状況に応じて対応既存残高

受取証書の交付

入金案内時間、回数をシステムにて制御済み回収行為

システム改修中
貸付書面の交付

名寄せ管理済み

3月11日より全会員18.0％へ引下げ済み

実施事項

新たな収益源

総量規制

新規融資

対応項目

金利引き下げに伴う新しい顧客層の掘り起こし

ローンカード、目的ローンの開発新商品

新事業 電子ﾏﾈｰ、ｱｸﾜｲｱﾘﾝｸﾞ、ﾌﾟﾛｾｯｼﾝｸﾞ事業の強化

ｷｬｯｼﾝｸﾞ

新貸金業法施行に対し、前倒しで対応に着手

15

0%

20%

40%

60%

80%

100%

01/2 02/2 03/2 04/2 05/2 06/2 07/2 08/2

5年以上
19%

5年以内
20%

4年以内
10%

3年以内
15%

2年以内
18%

1年以内
18%

長期固定借入金の
デュレーション構成比

資金調達の状況①

（計画）（実績）

長期固定借入比率

直接調達比率

34.2%

72.7%

長期固定借入比率を70％超で推移
長期固定借入金のデュレーション構成比は3年1ヶ月

16

影響額 3.6億円

短期金利

長期金利

1.40％

1.80％

平均調達コスト 1.29％

短期金利

長期金利

1.15％

1.60％

平均調達コスト 1.25％

短期金利

長期金利

0.90％

1.40％

平均調達コスト 1.23％

影響額 5.3億円

ケース②

＜2007年2月期実績＞

ケース③

※長期金利は3年･5年スワップ金利を元に算出しております。

ケース①

影響額 2.0億円

短期金利

長期金利

0.50％

1.15％

平均調達コスト 0.98％

（計画）

資金調達の状況②（金利変動の影響について）
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80

120

160

200

240

2004/2 2005/2 2006/2 2007/2 2008/2
0

150
万人

（計画）（実績）

167
万人

175
万人

175
万人

250
万人

225
万人

207
万人

190
万人

会員登録数
会員募集数

150
万人

190
万人

今期は会員募集数250万人、会員登録数175万人を計画

（万人）

会員登録数計画（単独）

19

新たな顧客層の開拓

42％45％64％28％男性比率

74％

31％

ｲｵﾝSuicaｶｰﾄﾞ

38％

40％

ｲｵﾝiD

25％

27％

ｺｽﾓ･ｻﾞ･ｶｰﾄﾞ
･ｵｰﾊﾟｽ

30％

17％

19％

ｲｵﾝｶｰﾄﾞ

月間稼働率

首都圏比率
（1都3県）

若年比率
（20代/30代前半）

男性･若年・首都圏層などの顧客層を開拓

20

ＥＴＣカードの拡大

東日本高速エリア
ETC発行率：4％

中日本高速エリア
ETC発行率：6％

西日本高速エリア
ETC発行率：6％

首都高速エリア
ETC発行率：6％

阪神高速との提携による 「THRU WAYカード」

阪神高速エリア
ETC発行率：8％

ETCカード会員は、44万人増加の104万人に拡大
今期は160万人体制を計画



21

ゴールドカードの拡大

ｻﾃｨ・ﾋﾞﾌﾞﾚｶｰﾄﾞの高額利用者への展開

提携カードへの水平展開

･Suica、iD、独自電子ﾏﾈｰの少額決済
･登録型加盟店、ＥＴＣカードの利用促進

新たな機能の追加

･空港ラウンジの利用特典
･旅行保険の充実（最高5,000万円に拡大）
・イオンラウンジの拡大（100拠点体制へ）

特典強化

年会費無料

ゴールドカード会員数は、12万人増加の45万人に拡大
今期は60万人体制を計画

22

鉄道（14兆円）

サービス

モ ノ

非
日
常

日
常

百貨店

旅行代理店（6兆円）

航空（4兆円）

（8兆円）
コンビニ
（7兆円）

(市場規模)

家電

（4兆円）

携帯電話
（9兆円）

新たな提携カードの開拓

ＧＭＳ･ＳＭ

（17兆円）

23

45%

49%

53%

57%

2003/2 2004/2 2005/2 2006/2

より便利でお得なカードへ

WAONカード

イオンSuica

ワーナーマイカル割引

キャッシュカード機能

イオンiD

0%

年間稼働率（単独）
58.8％

（計画）（実績）

60.0％

バースデーパスポート

ときめきポイントクラブ

ときめきWポイント

ゴールドカード発行

イオンフェスティバル

2007/2 2008/2

盗難保障料・年会費無料化

カード特典の強化により、お客さまへ利便性を提供

24

90%

140%

190%

12月
（2005年）

129％

ポイントクラブ参加

ときめきポイントクラブの効果

97％

147％

92％

導入加盟店A店の売上前年同月比
未導入加盟店B店の売上前年同月比

100％

200％ 50加盟店へ拡大

目標

150％

6月
（2006年）

12月
（2006年）

旅行代理店での当社カード売上状況の推移
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決済領域の拡大

医療・保険

NHK受信料

Ｔ＆Ｅ分野 日常生活分野

交通分野 通信分野

＜決済領域の推移＞

毎月のお支払いが発生する公共料金の決済開始により、月間カード利用金額
が拡大（メインカード化）
今期は、公金決済分野でのカード決済を推進

飲食

レジャー

商品

海外旅行

＜鉄道＞

＜高速＞

＜ＧＳ＞

＜携帯電話＞

公共料金

税金･水道料金

インターネット

電力会社
ガス会社

26

27

300万円保証事業

50万円18.0％～

200万円9.8％～

100万円14.8％～

与信限度枠金利

イオンバリューカード VIP

カードローン事業

モバイルでの申し込み受付の開始（4月）
結婚、出産、入学などライフステージにおける急な資金ニーズにお応え

28

カ ス ミ

マ ッ ク ス バ リ ュ

マ イ カ ル

イ オ ン

ｸﾞﾙｰﾌﾟＧＭＳ･ＳＭ等

４兆円

売上高

...

ダイヤモンドシティ内

イ オ ン モ ー ル 内

ＳＣ内専門店

7,000億円

売上高

1兆円提携カード先企業

グループ外企業 売上高

3,000億円

1,000億円

2,000億円

グループのアクワイアリングを取り込み収益源として育成する

現在計画

600億円

6,000億円

＜ポテンシャル＞

2008/2
（計画）

中期計画

アクワイアリング事業



29

○△○△×情報活用

△

△

○

○

△

△

×

デビット
カード

企
業
視
点

顧
客
視
点

Suica・iD
クレジット
カード

個品割賦現金

○○－×安全性

○

△

○

○

△

○

○－×清潔感

○×△コスト

○×○汎用性

△△－収益性

○－○ポイント制度

○××スピード

1950年代～ 2000年代～1970年代～

電子マネー事業①

新たな決済機能に対応し、電子マネーの事業化に取り組む

30

携帯率上昇による稼働率の向上

クレジットカードへの相乗効果

現金顧客、若年顧客の組織化

新たな顧客層の開拓

アクワイアリングフィー、チャージフィー

新たな収益源

独自電子マネー「WAON」をスタート
少額決済取引を新たな収益源として育成
単体カード、クレジット一体型カード、子カード方式にて発行開始

＋

クレジット一体型

単体カード

子カード方式

電子マネー事業②

31

新たな金融事業への取り組み

当社の機能

電子
マネー

＜プラットフォームの提供＞

イオン
クレジットサービス

イオン
銀行

保険

会員募集

プロセッシング

決済インフラ

与信・審査

DM・請求書

銀行代理店事業の展開や保険事業の構造変革などを通じ新たな収益源を育成

32

マーケティング系

金融取引系

ホスト

顧客サービス系

アクセスハブ

顧客サービス

共通

データベース

インターネット

審査

コンタクトセンター

加盟店管理

：完了

：本年度取組事項

個人情報保護対策（ＳＷＡＴ）

自動音声応答

債権管理

新たな収益源への対応

ⅰＤ Ｓｕｉｃａ

複数金利システム

売上 入金請求

電子マネー 保証

途上与信

トランザクション
スコアリング

ＤＷＨ

人事・会計・
マネジメント

ＪＳＯＸ対応

業務支援系

不正検知

オーソリシステム

システムの取り組み状況

ディザスタリカバリー（災害対策）



33基幹システムセンター３極体制

事務センター４極体制

仙台

名古屋

東京
大阪

福岡

開設予定

ディザスタリカバリー体制の強化

審査･債権管理のボリューム拡大への対応を強化

34

ｴﾇ･ｼｰ･ｴｽ興産（保険代理店事業）

・保険業界が低迷する中、増収増益を継続して達成

103％5.7億円100％10.7億円2007年2月期

前期比営業利益前期比営業収益

・グループの保険事業の集約化
・事業構造変革へ向けた投資を強化

116％6.6億円113％12.2億円2008年2月期

前期比営業利益前期比営業収益

2007年2月期営業概況

2008年2月期重点実施事項

35

ｴｰ･ｼｰ･ｴｽ債権管理回収（ｻｰﾋﾞｻｰ事業）

・電力会社、ガス会社などを中心に12社より回収業務を受託
・国民年金収納業務の市場化テストの受託エリアを累計9エリアに拡大
・業容拡大にあわせ、コンタクトセンターを150席増席し、300席に拡大

122％4.7億円131％16.6億円2007年2月期

前期比営業利益前期比営業収益

・仙台に営業拠点開設
・株式公開に向けた社内体制の確立

155％7.3億円146％24.2億円2008年2月期

前期比営業利益前期比営業収益

2007年2月期営業概況

2008年2月期重点実施事項

36
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600
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海外での営業利益
海外での営業収益

247
億円

267
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334
億円

海外事業の拡大

（計画）（実績）

463
億円

560
億円

120
億円93

億円71
億円55

億円
42
億円

連結子会社の順調な成長により、営業収益、営業利益ともに拡大

（億円）

連結営業収益に占める海外事業の構成比が27％まで上昇

29
％増31

％増29
％増31

％増
24
％増
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38億円

21億円 21億円
24億円

32億円

香港での業績回復

経常利益

経営基盤の再構築により、順調に業容拡大
取扱高 ：946億円（前期比116%）

（億円）

営業収益 ：173億円（前期比131%）
※1香港ドル＝15.08円

※数値は各決算期における換算レートで算出しております。 38

中間期
20億円

39

タイにおける新たな事業展開

＜生命保険代理店会社設立＞ ＜リース事業の開始＞

日本での成功事例を水平展開し、新たな事業展開を本格的に開始
取扱高 ：1,704億円（前期比110%）
営業収益 ：0,245億円（前期比119%）
※1バーツ＝3.17円

40

マレーシアでの事業 （2007年2月期実績）

＜ノンバンク初となるＡＴＭ展開＞

※1ﾘﾝｷﾞｯﾄ＝32.29円

取扱高 ：207億円（前期比200%）
営業収益 ：045億円（前期比170%）
経常利益 ：008億円（前期比143%）
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株式上場を予定

マレーシアでの事業 （2008年2月期計画）

＜営業ネットワークを24拠点から30拠点に拡大＞

取扱高 ：301億円（前期比145%）
営業収益 ：063億円（前期比140%）
経常利益 ：013億円（前期比152%）
※1ﾘﾝｷﾞｯﾄ＝32.29円

42

台湾での事業

・台北市を中心に15店舗を展開する
ツータイガーなど4種類のカード発行
・カード会員数11万人に拡大
・加盟店ネットワークを5,000店舗
・単月度黒字化を達成

・カード会員数15万人体制の構築
・加盟店ネットワークを

約6,000店舗に拡大
・年度黒字化を計画

2007年2月期営業概況

2008年2月期重点実施事項

飲食チェーン
（ﾍﾟｯﾊﾟｰﾗﾝﾁｶｰﾄﾞ）

靴量販店
（ﾂｰﾀｲｶﾞｰｶｰﾄﾞ）

観光振興財団
（沖縄カード）

福祉団体
（創生基金カード）

パソコン量販店地場信用組合

4月募集開始 5月募集予定

43

インドネシアでの事業

2008年2月期重点実施事項

2007年2月期営業概況

・家電や家具のハイヤーパーチェス事業を開始
・加盟店ネットワーク500店舗を構築

＜郊外ショッピングセンター内受付カウンター＞

・営業ネットワークを1,300店舗に拡大
・優良顧客向け会員カードの発行

44

ハノイ

北京

アジアネットワークの拡大

マニラ

香港タイ

台湾

マレーシア

インドネシア

青島

ｼﾝｾﾝ広州

上海

フィリピンでの
システム会社設立

中国で信用保証事業開始
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91％162億円101％207億円当期純利益

単独連結

100％

100％

107％

115％

前期比

91％276億円410億円営 業 利 益

104％1,300億円1,850億円営 業 収 益

90％286億円412億円経 常 利 益

115％2兆5,000億円2兆8,500億円取 扱 高

前期比予想予想

2008年2月期業績予想

本資料のうち、当社の将来的な経営戦略や営業方針、業績予測等にかかわるものは、いずれも現時点におい
て当社が把握している情報に基づいて想定、算出されたものであり、経済動向、業界での激しい競争、市場
需要、為替レート、税制や諸制度等に関わるリスクや不確実な要素を含んでおります。従って、将来、実際
に公表される業績等はこれらの種々の要素によって変動する可能性があります。


